
この実施計画は、行政改革の基本的な方向を示した「第３次都留市行政改革大綱」を指針として策定したも
のです。また、新たな行政需要や厳しい財政状況、さらには地方分権の進捗に的確に対応するため、行政改
革の具体的方策について、目標年度を定め計画的に進めるものです。
16年度の状況は、122項目を実施項目として定め、その内54％にあたる66項目が実施済・実施中で、46％

にあたる56項目が検討中となっています。
この計画で実施した施策の主な内容については、下記のとおりとなっています。また詳細については、市

のホームページで公開するとともに、情報公開窓口（総務課）、政策形成課、各地域コミュニティセンターで
縦覧できますのでご覧ください。

政策形成課　企画担当

市
の
基
本
的
な
施
策
の
策
定
に

あ
た
り
、
広
く
市
民
の
意
見
を
求

め
る
た
め
、
都
留
市
都
市
計
画
マ

ス
タ
ー
プ
ラ
ン
外
２
件
に
つ
い
て
、

パ
ブ
リ
ッ
ク
・
コ
メ
ン
ト
制
度
を

実
施
し
ま
し
た
。

協
働
の
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業

を
全
域
へ
拡
大
し
、
地
域
の
特
性

を
活
か
し
、
市
民
と
行
政
と
の
協

働
型
の
ま
ち
づ
く
り
を
推
進
し
ま

し
た
。

戸
籍
関
係
証
明
書
、
住
民
票
、

外
郭
団
体
の
事
務
局
や
事
務
の

一
部
を
市
で
行
っ
て
い
る
も
の
に

つ
い
て
、
団
体
の
育
成
に
努
め
つ

つ
、
市
民
と
行
政
の
役
割
分
担
の

視
点
か
ら
団
体
へ
の
事
務
移
管
に

向
け
た
計
画
を
作
成
し
、
段
階
的

に
移
管
に
向
け
て
取
り
組
み
ま
し

た
。（
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
都
留
市
体
育
協

会
設
立
に
伴
う
、
体
育
協
会
関
係

事
務
の
移
管
。）

Ｉ
Ｔ
を
活
用
し
て
、
下
水
道
の

使
用
料
に
関
す
る
事
務
を
、
水
道

使
用
料
に
関
す
る
事
務
に
一
元
化

し
、
事
務
の
簡
素
・
効
率
化
を
図

り
ま
し
た
。

宝
・
盛
里
・
開
地
地
区
に
協
働

の
ま
ち
づ
く
り
推
進
会
設
立
準
備
会

を
設
立
し
ま
し
た
。（
平
成
17
年
６

月
に
宝
・
盛
里
地
区
で
設
立
総
会
）

市
民
満
足
度
の
高
い
行
政
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
を
図
る
た
め
、
行
政

評
価
シ
ス
テ
ム
を
導
入
し
ま
し
た
。

各
担
当
５
事
業
を
選
定
し
、
全
２

０
６
事
務
事
業
に
つ
い
て
実
施
し

ま
し
た
。（
重
点
化
15
、
見
直
し
46
、

統
合
２
、
休
廃
止
６
、
現
状
維
持

１
３
７
）

印
鑑
登
録
証
明
書
、
公
図
証
明
書

交
付
・
閲
覧
な
ど
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
の
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
を
充
実
し

ま
し
た
。

各
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
セ
ン
タ

ー
で
の
住
民
票
等
の
発
行
を
オ
ン

ラ
イ
ン
化
し
、
発
行
時
間
の
短
縮
、

市
役
所
窓
口
の
事
務
の
効
率
化
を

図
り
ま
し
た
。

１
協
働
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

（
地
方
分
権
の
推
進
）

２
情
報
化
の
推
進

３
行
財
政
シ
ス
テ
ム
の
簡
素
化
・

効
率
化
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具体的方策

協働のまちづくりの推進（地方分権の推進）

情報化の推進

行財政システムの簡素化・効率化

定員管理と給与等の適正化

人材育成と職員の資質向上

財政の健全化

公共施設の設置及び管理運営

広域行政の推進

地方議会について

計

構成比

項目数 未検討

21 0

21 0

18 0

9 0

10 0

28 0

9 0

3 0

3 0

122 0

100％ 0％

1

2

3

4

5

6

7

8

9

行
政
情
報
を
提
供
し
、
市
民
参

加
の
充
実
を
図
る
た
め
、
検
索
機

能
も
設
け
た
議
会
の
会
議
録
を
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
に
公
開
し
ま
し
た
。

山
梨
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合

を
設
立
し
、
印
鑑
登
録
証
明
書
、

住
民
票
の
写
し
、
所
得
証
明
書
、

土
地
・
家
屋
証
明
、
納
税
証
明
書

の
６
業
務
の
電
子
申
請
シ
ス
テ
ム

の
共
同
開
発
を
図
っ
て
い
ま
す
。

だ
れ
も
が
利
用
し
や
す
い
よ
う

な
デ
ザ
イ
ン（
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ

イ
ン
）を
推
進
す
る
た
め
の
指
針
を

定
め
、
施
設
整
備
面
だ
け
で
な
く

案
内
な
ど
の
表
示
に
も
可
能
な
限

り
取
り
入
れ
ま
し
た
。
ま
た「
も
の
」

だ
け
で
な
く
、「
こ
こ
ろ
」の
面
に

お
い
て
も
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ

ン
の
理
念
を
推
進
し
ま
し
た
。

購
入
時
の
初
期
投
資
コ
ス
ト
、

保
守
管
理
コ
ス
ト
の
低
減
、
管
理

事
務
の
簡
素
化
を
図
る
た
め
、
庁

内
公
用
車
の
リ
ー
ス
方
式
を
導
入

し
ま
し
た
。

未
利
用
遊
休
公
有
地
の
情
報
を

市
民
に
提
供
し
、
処
分
を
推
進
す

る
と
と
も
に
、
処
分
不
能
な
土
地

は
、
市
民
に
開
放
の
上
、
市
民
の

美
化
活
動
な
ど
に
よ
り
維
持
管
理

経
費
の
削
減
を
図
り
ま
し
た
。

職
員
の
意
識
改
革
を
促
す
と
と

も
に
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
・
事
務
効

率
の
向
上
な
ど
を
図
る
た
め
、
職

員
提
案
制
度
を
導
入
し
ま
し
た
。

複
雑
化
・
多
様
化
す
る
行
政
分

野
の
円
滑
な
推
進
の
た
め
、
幅
広

い
視
野
を
持
つ
高
度
な
専
門
知

識
・
技
能
を
有
し
た
職
員
の
確
保

に
努
め
ま
し
た
。

事
務
事
業
の
見
直
し
、
民
間
委

託
の
推
進
、
組
織
の
ス
ク
ラ
ッ

プ
・
ア
ン
ド
・
ビ
ル
ド
な
ど
に
よ

り
人
員
削
減
を
図
る
と
と
も
に
、

適
正
配
置
に
よ
る
職
員
一
人
当
た

り
に
お
け
る
業
務
量
の
平
準
化
を

図
り
ま
し
た
。

交
通
事
情
の
変
化
や
社
会
変
化

に
対
応
し
、
簡
素
で
合
理
的
な
制

度
に
改
正
し
、
旅
費
経
費
削
減
を

図
る
た
め
、
県
内
出
張
の
日
当
廃

止
を
実
施
し
ま
し
た
。

市
民
に
と
っ
て
利
用
し
や
す
い

公
共
施
設
と
す
る
た
め
、
情
報
未

来
館
、
市
立
図
書
館
、
大
学
図
書

館
に
つ
い
て
、
費
用
対
効
果
を
考

慮
す
る
中
で
、
開
館
時
間
の
延
長

や
祝
日
開
館
を
行
い
ま
し
た
。

８
広
域
行
政
の
推
進

７
公
共
施
設
の
設
置
及
び
管
理

運
営

６
財
政
の
健
全
化

５
人
材
育
成
と
職
員
の
資
質
向
上

４
定
員
管
理
と
給
与
等
の
適
正
化

９
地
方
議
会
に
つ
い
て
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